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資料②



時間外労働の上限規制
（大企業：2019年４月～、中小企業：2020年4月～）

注意
① 限度時間（月４５時間、年３６０時間） ： 時間外労働のみ
② 特別条項（月１００時間、年７２０時間） ： 時間外労働＋休日労働

①

②



医師に係る適用猶予の改正
２０２４年（令和６年）４月１日～

月４５時間
年３６０時間

月１００時間未満
年９６０時間

特別延長時間は
月１００時間未満（例外あり）
年９６０時間
（休日労働を含む）

が適用される。

複数月８０時間、限度回数は適用なし

各水準（A～C)により異なる



対象 時間外労働上限

A 通常の医療機関
月100時間未満
年960時間以下
（休日労働含む）

B
連携B

地域医療暫定特例水準
（救急医療等の緊急性の高い医療を提供する医療機関）

月100時間未満
年1,860時間以下
（休日労働含む）

C１
C2

集中的技能向上水準
（初期臨床研修医・新専門医制度の専攻医や高度技能獲得を

目指すなど、短期間で集中的に症例経験を積む必要がある医師）

月100時間未満
年1,860時間以下
（休日労働含む）

＊ B、C水準は県による指定を受け、指定後の状況確認も行われます。
医師労働時間短縮作成ガイドライン

水準ごとの上限時間



時間外労働

時間外労働、休日労働を行わせる場合は、労働者の過半数を代表する者又は過半
数労働組合と労使協定を締結し、事前に所轄監督署へ届け出る必要があります。

時間外労働、休日労働に関する協定届

＊ この協定のことを、労働基準法第３６条に規定されていることから通称「３６協定」といいます。

令和３年４月１日～ ：様式改正（押印省略）

令和6年４月１日～ ：様式改正



時間外協定の様式（現在）

＊様式番号は左上に印字



令和６年４月１日～ ：様式改正予定

様式第9号の4
(一般条項)

様式第9号の5
(特別条項)

時間外労働・休日労働に関する協定届
【医業に従事する医師を含む場合】

様式第9号
(一般条項)

様式第9号の２
(特別条項)

現在

改正

様式第9号の４（適用猶予）

（注意） 時間外協定新様式で検索しても、現在の様式が検出される場合があります



様式第９号の４（特別延長時間を定めない場合）

変更箇所



様式第９号の５（1枚目）（特別延長時間を定める場合）



＊ 医業に従事する医師がいる事業場では、医師以外を含め同様式での届出が必要になります



様式第９号の５（２枚目 Ａ水準）



Ａ水準 患者数増加、入院患者の急変、救急患者の搬送等に伴う診察、検査、診断、処置、手術への対応の発生 など

Ｂ水準
救急患者や重症患者に対する診療、検査、診断、処置、手術への対応 など
※地域医療の確保のためにやむを得ず長時間労働になる事由を記載

連携Ｂ水準
患者数増加、入院患者の急変、救急患者の搬送等に伴う診察、検査、診断、処置、手術への対応の発生 など

※派遣されるまで派遣元で従事している医師業務との関係で臨時的に限度時間を超えて時間外労働を行わせる事
由を記載

Ｃ水準
○○臨床研修プログラムにおける診察、検査、診断、処置、手術への対応
○○専門研修プログラムにおける診察、検査、診断、処置、手術への対応 など
※各医師の技能研修計画について、時間外労働を行わせる必要のある事由を記載

記載例

事由欄には、以下を参考として突発的に時間外労働を
行わせる理由を具体的に記載して下さい。

× 業務の都合上必要なとき
× 業務上やむをえないとき



Ａ水準（医師）
：原則100時間未満

回数制限なし

＊ 面接指導を実施し、健康確保のために
必要な措置を講ずることを定めるときは、
1か月100時間以上とすることも可能です



様式第９号の５（３枚目 Ａ水準）

Ａ水準は不要

Ａ水準は不要



健康及び福祉を確保するための措置
裏面の記載心得より選択
月100時間以上を定めている場合、「① 医師による面接指導」が必要となります



＊ 月100時間以上を定めている場合には、チェックを入れる

＊ 月100時間未満を定めていても、医師が他の病院で兼業・副業を行う可能性が
ある場合には、チェックを入れる



36協定記載例 ： Ｐ33 ～ 39

面接指導 ： Ｐ21 ～ 26

宿日直許可 ： P9 ～10



兼業・副業ガイドライン



日勤・宿直（日直） 宿直（日直）

宿直（日直）許可 宿直（日直）許可

医師

兼業・副業を行った場合、労働時間は通算されます
許可がない場合でも、医療法に基づく宿・日直勤務を行わせることは可能ですが、

許可を受けた場合、労働基準法に基づく労働時間の規定は適用されません。
（時間外協定の限度時間に宿・日直時間は含まれない）

Ｘ病院（Ｂ，Ｃ水準）
Ｙ病院（Ａ水準）
（兼業・副業）



Ｘ病院（Ｂ，Ｃ水準）
Ｙ病院（Ａ水準）
（兼業・副業）

Ｙ病院では、宿・日直しか行わない場合でも、Ｘ・Ｙ病院において、時間外・休日労働が通算して
月１００時間を超える場合には、各々病院で面接指導を行う必要があります。

但し、Ｘ病院より面接指導の結果・意見書が提出された場合、Ｙ病院では実施済となります

面接指導の実施

面接指導結果・意見書の提出
面接指導の実施済

宿・日直許可を受けていても、当該時間が労働時間であることに変わりはないため
長時間・過重労働対策は必要



月給＋宿・日直手当
（雇用契約書）

宿・日直手当
（雇用契約書）

医師

兼業・副業に関する事項を就業規則に記載しておきましょう。
各々の事業場で、雇用契約書を締結する必要があります。

通常、Ｙ病院では宿・日直手当の支払いしかありませんが、突発的に許可基準にあわない
通常業務（手術等）を行った場合には、当該時間に対する割増賃金（時間外＋深夜）の支払いが
必要になるため、基本給を定めておく必要があります。

Ｘ病院（Ｂ，Ｃ水準）
Ｙ病院（Ａ水準）
（兼業・副業）



就業規則の記載例
従来の就業規則

判例では、就業規則において兼業・副業を行う際に許可等の手続を求め、これへの違反を懲戒事由としてい
る場合で、形式的に就業規則の規定に抵触したとしても、職場秩序に影響せず、使用者に対する労務提供に支
障を生ぜしめない程度・態様のものは、禁止違反に当たらないとし、懲戒処分を認められていません。

（副業・兼業）
第○○条 労働者は、勤務時間外において、他の会社等の業務に従事することができる。
２ 労働者は、前項の業務に従事するにあたっては、事前に、会社に所定の届出を行うものとする。
３ 第１項の業務が次の各号のいずれかに該当する場合には、会社は、これを禁止又は制限することができる。

① 労務提供上の支障がある場合
② 企業秘密が漏洩する場合
③ 会社の名誉や信用を損なう行為や、信頼関係を破壊する行為がある場合
④ 競業により、企業の利益を害する場合

（遵守事項）
第〇〇条

～
⑥ 許可なく他の会社等の業務に従事しないこと

就業規則の改正



兼業・副業 厚生労働省ＨＰ



2024年（令和6年）4月改正

労働基準法第15条
（労働条件の明示）

労働基準法施行規則5条

・ 労働契約法第18条
・ 有期労働契約の締結、更新

雇止め等に関する基準
・職業安定法施行規則第4条



労働条件通知書（雇用契約書）の交付

労働基準法第１５条（労働条件の明示）
使用者は、労働契約の締結に際し、労働者に対して賃金、労働時間その他の労働条件を明示しな

ければならない。 この場合において、賃金及び労働時間に関する事項その他の厚生労働省令で定
める事項については、厚生労働省令で定める方法により明示しなければならない。

～

労働契約法
（労働契約の内容の理解の促進）

第４条
使用者は、労働者に提示する労働条件及び労働契約の内容について、労働者の理解を深めるよう

にするものとする。
２ 労働者及び使用者は、労働契約の内容（期間の定めのある労働契約に関する事項を含む。）につ

いて、できる限り書面により確認するものとする。



改正のポイント

追加される労働条件明示事項 明示の時期

就業の場所・従事すべき業務の「変更の範囲」
すべての労働契約締結時
有期労働契約の更新時

更新上限（通算契約期間または更新回数の上限）
の有無と内容

有期労働契約の締結時
有期労働契約の更新時

無期転換申込機会
無期転換ルールに基づく無期転換申込権が

発生する契約の更新時
無期転換後の労働条件



労働条件通知書の見本



労働基準法施行規則第５条
使用者が法第１５条第１項前段の規定により労働者に対して明示しなければならない労働条件は、

次に掲げるものとする。ただし、第１号の２に掲げる事項については期間の定めのある労働契約
（以下この条において「有期労働契約」という。）であつて当該労働契約の期間の満了後に当該労
働契約を更新する場合があるものの締結の場合に限り、第４号の２から第１１号までに掲げる事項
については使用者がこれらに関する定めをしない場合においては、この限りでない。
１

～
１の３

就業の場所及び従事すべき業務に関する事項
（就業の場所及び従事すべき業務の変更の範囲を含む）

就業場所・業務の変更の範囲（労働者全般）



労働基準法施行規則第５条
～

１の２
有期労働契約を更新する場合の基準に関する事項（通算契約期間（労働契約法（平成１９年法律

第１２８号）第１８条第１項に規定する通算契約期間をいう。）又は有期労働契約の更新回数に上限
の定めがある場合には当該上限を含む。）

更新の上限
無期転換の申込機会・転換後の労働条件

（有期労働契約者）



無期転換の申込機会・転換後の労働条件
（有期労働契約者）



就業規則

令和5年10月12日 基発1012第2号
第３ その他
１ 就業規則の周知
就業規則等の周知については、平成 11 年３月 31 日付け基発第 169 号「労働基準法関係解釈例
規の追加について」において、「就業規則等を労働者が必要なときに容易に確認できる状態にある
ことが「周知させる」ための要件である。」と示しているところであるが、具体的には、使用者は、
就業規則を備え付けている場所等を労働者に示すこと等により、就業規則を労働者が必要なとき
に容易に確認できる状態にする必要があるものであること。



年５日の年次有給休暇取得
（2019年4月～）

法定の年次有給休暇付与日数が10日以上の労働者に限ります。
（管理監督者や有期雇用労働者も含まれます）

対象労働者



その他の年次有給休暇

注意
年休は、原則１日単位での取得となりますが、半日単位及び労使協定による時間単位での取得も可能
但し、時間単位の年休は、年５日の取得義務に含まれません。



時季指定に当たっては、労働者の意見を聴取し、できる限り労働者の希望に沿った取得
時季になるよう、聴取した意見を尊重するよう努めなければなりません。

参考
取得の勧奨（取得日を特定せずに取得勧奨を行う） → 何もいらない

時期指定（取得日を事前に特定して取得勧奨を行う） → 就業規則に記載

計画年休（取得日を事前に定める） → 労使協定の締結、就業規則に記載



＊ 既に５日以上の年次有給を請求・取得している労働者に対しては、
使用者による時季指定をする必要はなく、すること出来ません。



入社半年後に10日の年次有給休暇を付与し、翌年度以降は全社的に起算日を統一するため、
4/1に年次有給休暇を付与する場合

10/1と4/1を基準日として、それぞれ１年以内に５日の年次有給休暇を取得させる必要がありますが、
10/１（１年目の基準日）から3/31（２年目の基準日から１年後）までの期間（18か月）に、

18か月÷12か月 ×5日 ＝7.5日 以上の年次有給休暇を取得させることも可能です。



年次有給休暇管理簿

労働者ごとに年次有給休暇管理簿を作成し、３年間保存しなければなりません。

年次有給休暇管理簿
：時季、日数、基準日を労働者ごとに明らかにした書類

保存期間
：期間中及び当該期間の満了後３年間

＊ 管理簿は、労働者名簿または賃金台帳とあわせて調製することができます。
必要なときにいつでも出力できる仕組みのシステム上で管理することも可能です。



取得しやすい環境整備のため申請書も準備しましょう

注意
取得事由欄を設けることに問題はありませんが、当該事由の内容及び当該事由を記載しないことを

もって年休取得を抑制すると法違反となります。
また、年休を取得したことにより皆勤手当を支給しない等の不利益な取り扱いも出来ません。



有給休暇を取得した日の賃金の計算方法は、以下の３つがあります。
平均賃金、通常賃金、標準報酬月額

どの方法で計算するかは就業規則により決めてください。

（１）平均賃金
過去3カ月の賃金を労働日数で割って算出する方法です。以下のどちらかの計算方法のうち、金額が

高い方を適用します。平均賃金について詳しくは労働基準法第12条に規定があります。
・過去3カ月間の賃金合計 ÷ 過去3カ月間の総日数
・過去3カ月間の賃金合計 ÷ 過去3カ月間の労働日数 × 0.6

（２）通常賃金
「有休を取得する日の勤務時間 × 時給」で計算する方法です。

1日の労働時間が決まっている場合に使われることが多い計算方法です。

（３）標準報酬月額
健康保険法の標準報酬月額を相当額と見なして支払う方法です。この方法で支払うためには労働者と

労使協定を結ぶ必要があります。
パート・アルバイトの中には健康保険の加入条件を満たさず働いている人も多くいるため、この方法は

あまり用いられていません。

有給休暇取得日の賃金計算方法



Q 所定労働日数が少ない労働者で、１年以内に付与される年次有給休暇の日数が10日未満の者について、
前年度から繰り越した日数を含めると10日以上となっている場合、年５日取得させる義務の対象となるでしょうか。

A 前年度から繰り越した日数は含まず、当年度に付与される法定の年次有給休暇の
日数が10日以上である労働者が対象となるため、義務対象とはなりません。

Q 前年度からの繰り越し分の年次有給休暇を取得した場合には、その日数分を使用者が時季を指定すべき
年５日の年次有給休暇から控除することができますか

A 労働者が実際に取得した年次有給休暇が、前年度からの繰り越し分か、当年度に付与された分であるかに
ついては問わないため、控除できます。

特段の定めがない限り、
前年度分から取得したものとみなされます

Q 年５日の取得ができなかった労働者が１名でもいたら、罰則が科されるのでしょうか。

A 法違反として取り扱うこととなりますが、是正に向けて丁寧に指導し、改善を図っていただくこととしています。



Q 年度の途中に育児休業から復帰した労働者等についても、年５日の年次有給休暇を取得させる必要が
ありますか？

A 年度の途中に育児休業から復帰した労働者等についても、年５日の年次有給休暇を確実に取得してい
ただく必要があります。

ただし、残りの期間における労働日が、使用者が時季指定すべき年次有給休暇の残日数より少なく、
５日の年次有給休暇を取得させることが不可能な場合には、その限りではありません。

Q 今回の改正により、法定休日ではない所定休日（盆休み等）を労働日に変更し、当該労働日について、
年休を取得させることは出来ますか？

A 実質的な年次有給休暇の所得促進につながらないため、望ましくありません。

以前よりも労働日が増えることになる場合には、実質的な労
働条件の引き下げになるため、労働者の同意が必要となります



令和４年１０月 閣議決定

物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策

継続的な賃上げの促進・中小企業への支援

賃金引き上げに向けた取り組み、

支援策等の周知を行います。



長崎県最低賃金

時間額 ８９８円
（効力発生日：令和５年１０月１３日）

８５３円から４５円の引き上げ



支援施策 特設ページ



特設サイト



「長崎 過重労働シンポジウム」で検索



労働局において説明会（個別相談会）を実施します

令和5年12月4日（月）14：00～

長崎市桜町９－６

長崎県勤労福祉会館 講堂

委託業者：東京リーガルマインド

令和5年11月22日（水）13：30～

佐世保市木場田町２－１９

佐世保合同庁舎2階会議室

委託業者：労働調査会




